
岡山市飼料費高騰対策事業実施要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，世界的な穀物価格の上昇に伴い，配合飼料・粗飼料の価格が高騰し

ていることから，畜産業者の経営の安定化を図るため，岡山市飼料費高騰対策事業支援

金（以下「支援金」という。）を交付することについて，岡山市補助金交付規則（昭和４

８年規則第１６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるも

のとする。 

 

（補助事業者） 

第２条 補助事業者は，次の各号の要件を全て満たす者とする。 

 （１）岡山市内に住所を有する者又は主たる事務所を有する法人 

 （２）令和７年以降も畜産業を継続する意思がある者 

 （３）家畜伝染病予防法第１２条の４第１項の規定に基づき，令和７年２月１日時点の

家畜飼養数を岡山県知事へ報告した者又は，報告した者から畜産業を継承した者 

 （４）以下のアからエに掲げる「支援金の交付を受ける者として不適当な者」のいずれ

にも該当しない者 

ア 個人又は法人（以下，「法人等」という。）が，暴力団（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２項に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）であるとき，又は法人等の役員等（個人事業主である場合はそ

の者，法人である場合は役員又は支店もしくは営業所（常時契約を締結する事業所

をいう。）の代表者をいう。以下同じ。）が，暴力団員（同法第２条第６項に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。 

イ 役員等が，自己，自社もしくは第三者の不正利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

ウ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，もしくは関与している

とき。 

エ 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながら，これと社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき。 

 

（支援金の交付） 

第３条 市長は，補助事業者に対し，この要綱に定めるところにより支援金を交付する。 

２ 支援金の交付は１補助事業者につき１回限りとする。 

（交付額） 



第４条 前条の規定により補助事業者に対して交付する支援金の金額は，別表に定めると

おりとし，限度額は１００万円とする。 

 

（申請受付開始日及び申請期限） 

第５条 支援金に係る申請受付開始日は，令和７年７月１日とする。 

２ 申請期限は，令和７年９月１日までとする。ただし，補助事業者が郵送で申請をした

場合は，申請期限までの日付の消印があるものについては，申請期限までに申請された

ものとみなす。 

 

（申請及び交付の方式） 

第６条 補助事業者は様式第１号のほか市長が必要と認める書類を添えて申請を行う。 

２ 支援金の交付は，申請者から通知された金融機関の口座に振り込む方式により行う。 

 

（交付の決定等） 

第７条 市長は，第６条第１項の規定により申請を受理したときは，その内容を審査の上

適正と認めるとき，申請者に対し岡山市飼料費高騰対策事業支援金交付決定及び確定通

知書（様式第２号ア）により通知し，支援金を交付するものとする。 

２ 市長は，前項の審査の結果，交付することが不適当と認めるときは，岡山市飼料費高

騰対策事業支援金不交付決定通知書（様式第２号イ）により，申請者に通知するものと

する。 

 

（交付決定の取消し） 

第８条 市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するとき，支援金の交付の決定

を取り消すことができる。 

（１）第２条に定める補助事業者の要件に該当しなくなった場合 

（２）偽りその他不正な手段により支援金の交付を受けたとき 

２ 前項の規定は，交付すべき支援金の額の確定があった後についても適用する。 

 

（書類に不備があった場合等の取扱い） 

第９条 申請書に不備等があり，市長が確認等に努めたにもかかわらず申請書の補正が行

われなかったこと，その他補助事業者の責に帰すべき事由により交付ができなかったと

きは，当該申請が取り下げられたものとみなす。 

 

（支援金の返還） 

第１０条 市長は，支援金の交付の決定を取り消した場合において，当該取り消しに係る

部分に関し，既に支援金が交付されているときは，補助事業者に対し岡山市飼料費高騰



対策事業支援金返還命令書（様式第３号）により期限を定めてその返還を命ずるものと

する。 

 

（加算金等） 

第１１条 補助事業者は第８条第１項各号に定める事由による取り消しを受けた場合にお

いて，前条の規定による支援金の返還を命ぜられたときは，その命令に係る支援金の受

領の日から納付の日までの日数に応じ，当該返還を命ぜられた支援金の額につき年利 

 １０．９５パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

２ 補助事業者は，支援金の返還を命ぜられ，これを納付期日までに納付しなかったとき

は，納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ，その未納付額（前項の規定による

加算金を除く。）につき年利１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を市に納付し

なければならない。 

 

（受給権の譲渡又は担保の禁止） 

第１２条 補助事業者は，支援金の交付を受ける権利を譲渡し，又は担保に供してはなら

ない。 

 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか，支援金事業の実施のために必要な事項は，市長

が別に定める。 

  

附 則 

 この要綱は，令和７年６月２日から施行する。 

 

   別表（第４条関係） 

家畜区分 交付額 

牛 70,000円/１頭 

山羊 3,000円/１頭 

鶏 20円/1羽 

 

  



（様式第１号）表 

 
 



（様式第１号）裏 

 

 



（様式第２号ア） 

岡山市指令  第  号 

            令和  年  月  日 

申請者 

            様 

 

岡山市長 大森 雅夫  ㊞ 

 

 

岡山市飼料費高騰対策事業支援金交付決定及び確定通知書 

 

 令和  年  月  日付で申請のあった標記の支援金については，次のとおり支援金

の額を決定及び確定したので岡山市飼料費高騰対策事業実施要綱第 7条第 1 項の規定によ

り通知する。 

  

記 

 

  岡山市飼料費高騰対策事業支援金交付決定及び確定額 

   

                                円 

                                      

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式第２号イ） 

 

              第      号 

            令和  年  月  日 

申請者 

            様 

 

岡山市長 大森 雅夫  ㊞ 

 

              

岡山市飼料費高騰対策事業支援金不交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付で申請のあった標記の支援金については，次のとおり不交付

と決定したので岡山市飼料費高騰対策事業実施要綱第 7条第 2 項の規定により通知する。 

 

 

記 

 

 不交付決定の理由   

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

   



（様式第３号） 

                    第      号 

            令和  年  月  日 

 

申請者 

            様 

 

岡山市長 大森 雅夫  ㊞ 

 

 

岡山市飼料費高騰対策事業支援金返還命令書 

 

 

 岡山市飼料費高騰対策事業実施要綱第 10条の規定により，次のとおり返還を命ずる。 

 

記 

 

 １．返還すべき金額          円 

 

 ２．返還期限           年   月   日まで 

 

 ３．返還を命ずる理由 

 

 

 

 ４．支援金の交付決定及び確定額                 円 

 

 ５．支援金の既交付額                      円 

    

 

 

以上 

 


